
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の内容 

第３章 



 

１．基本
 

 

 

この

かち、

現を目

 

２．目指
 

基本

組むべ

 

（１）誰

誰も

 

（２）誰

誰も

 

（３）誰

誰も

 

 

 

本理念 

の基本理念は

支え合いな

目指すもので

指すべき方

本理念である

べき方向性を

誰もが認め

もが、お互い

誰もが対等

もが、性別に

誰もが自分

もが、自分が

第

は、女性も

ながら、自

です。 

方向性 

る「男女が

を次の３つ

め合うまち

いを認め合

等に参加で

に関係なく

分らしく安

が望む生活

第３章

も男性も、あ

自らの能力を

がいきいき輝

つとします。

ち 

合い、尊重し

できるまち

、多様な参

安心して生活

活を、健康的

19 

施策の

あらゆる世代

を発揮して、

輝くまち・

 

し合うことが

参画機会を持

活できるま

的に送ること

の内容

代の誰もが

、いきいき

こさい」を

ができるま

持つことが

まち 

とができる

容 

がお互いを認

きと輝くこと

を実現するた

ちづくりを

ができるまち

まちづくり

認め合い、

とができる

ために必要

を進めます。

ちづくりを

りを進めます

責任を分

社会の実

な、取り

。 

進めます。

す。 
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３．施策の体系 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

誰もが認め合うまち 

誰もが、お互いを認め合い、

尊重し合うことができる 

まちづくりを進めます。 

 

 

 

 

（２） 

誰もが対等に参加できる 

まち 

誰もが、性別に関係なく、 

多様な参画機会を持つこと 

ができるまちづくりを 

進めます。 

 

 

 

 

（３） 

誰もが自分らしく安心して

生活できるまち 

誰もが、自分が望む生活を、

健康的に送ることができる 

まちづくりを進めます。 

基　本　目　標

１ 男女の人権の尊重

男

女

が

い

き

い

き

輝

く

ま

ち

・

こ

さ

い

２ 男女間のあらゆる暴力の根絶

３ 制度及び慣行への配慮

４ 男女が対等に参画する機会の確保

５ 家庭生活と社会生活の両立

６ 男女の生涯にわたる心身の健康への配慮

７ 国際的視点に立った男女共同参画

重点

重点

重点



21 

 

基　本　施　策 施　策　の　方　向

人権尊重と男女共同参画社会に向けた広報・
啓発活動の推進と学習機会の提供

ドメスティック・バイオレンス、各種ハラス
メントなどの防止に向けた広報・啓発

相談体制の充実と関係機関との連携

男女共同参画に関する情報収集・提供の推進

男女共同参画に関する調査・研究と推進

家庭・職場・地域・教育などの場面での制度
や慣行の見直し

審議会・委員会などへの女性の参画推進

事業所や各種団体などにおける女性の登用
促進

女性の人材育成の支援

地域活動への参画促進

地域活動団体などとの連携の推進

男女双方の視点を取り入れた防災体制の実施

ワーク・ライフ・バランスの意識啓発

家事・育児・介護への共同参画の促進

男女の多様な働き方を可能にする環境の整備

男女の均等な待遇確保の促進と啓発

ひとり親家庭などへの自立支援

多文化共生の視点に立った男女共同参画事業
の推進

母性保護・母子保健の充実

生涯にわたる心身の健康の保持、増進のため
の支援

国際社会の動向の把握と情報発信

男女共同参画と人権尊重の意識づくり

男女間のあらゆる暴力の根絶

男女共同参画の視点に立った制度や慣行の
見直し

政策・方針決定の場への女性の参画促進

地域活動への男女共同参画の促進

男女共同参画の視点を意識した防災の推進

仕事と生活の調和の実現のための支援

働く場における男女共同参画の促進

生涯にわたる男女の心身の健康支援

国際社会の動きに沿った男女共同参画の推進



４．基本
 

基本目

 

男女

しい認

果から

す。 

市民

と理解

 

＜目標指

「男

 

基

 

＜施策の

（１）人

学

事

講演

実施

広報

広報

 

 

湖

が在

の相

店舗

て考

 

本目標及び

目標１ 

女共同参画社

認識と理解を

ら、男女共同

民に対する啓

解を深め、男

指数＞ 

男女共同参画

基本施策 

の方向＞ 

人権尊重と

学習機会の

事業・施策名

演会や講座な

施 

報媒体などに

報・啓発 

湖西市には平

在籍していま

相談対応、幼

舗での啓発活

考える機会を

「

び施策の

男女の

社会の実現

を持ち、お

同参画に対

啓発活動や

男女共同参

指  

画社会」の言

 男女共同

と男女共同

の提供 

名 

などの
企業

対象

会や

による
ウェ

など

を通

平成28年１月

す。月に１度

稚園・保育園

動をとおして

提供する活動

「人権擁護委員

の方向 

の人権の

現のためには

お互いに認め

対する認識が

や、各種講座

参画を推進す

 標 

葉・考え方の

同参画と人権

同参画社会に

業・団体・市

象に、男女共

や講座などを

ェブを用いた

ど、あらゆる

通した広報・

現在で８名の

度行われる人権

園・小中学校で

て、人権の擁護

動をしています

の日」における

人権

22 

の尊重

は、市民一

め合うこと

が広く浸透

座を通じて

するための意

の認知度 

権尊重の意

に向けた広

内   

市民・教育関

共同参画や人

を実施します

た情報発信や

る世代に対し

啓発活動を

の人権擁護委

権相談での市

での人権教室

護・人権につ

す。 

る啓発活動の様

権擁護委員の活

人ひとりが

が必要です

していると

、男女共同

意識を醸成

平成

意識づくり

広報・啓発

容 

関係機関など

人権の尊重に

。 

や報道機関へ

して、様々な

行います。

委員

市民

室や

つい

様子 

活動 

が男女共同参

す。しかし、

とはいえない

同参画に対す

する必要が

現状 

成27年度 

69.4% 

り 

発活動の推

ど広い範囲を

に関する講演

への情報提供

な媒体や機会

参画に対す

、意識調査

い状況にあ

する正しい

があります。

目標 

平成32年

80.0%

進と 

担当課

を

演
地域福祉

市民協働

供

会
地域福祉

市民協働

る正

査の結

りま

認識

。 

年度 

% 

課 

祉課

働課

祉課

働課



 
 

基本目

 

ドメ

害であ

シュア

や、妊

スメン

スや各

ィック

多くあ

発が必

様々

見・早

ドメ

べき問

 

＜目標指

ドメ

の割

セク

割合

 

夫

ス

害す

すべ

のは

内

に対

する

こ

性の

対す

目標２ 

メスティック

あり、その防

アル・ハラ

妊娠・出産

ントが、早急

各種ハラスメ

ク・バイオ

あるため、概

必要であると

々なハラス

早期解決がで

メスティック

問題であり、

指数＞ 

メスティック

割合 

クシュアル・

合 

夫・パートナ

トーカー行為

するものであ

べき重要な課

は、女性が被

内閣府男女共

対する社会に

る暴力根絶の

このマークは

の表情、握り

する暴力を断

男女間

ク・バイオ

防止や根絶

スメントだ

をめぐるマ

急に対応す

メントの認

レンスや各

概念的な周

といえます

メントに関

できる体制

ク・バイオ

、市として

指  

ク・バイオレ

ハラスメン

ナーからの暴力

為等女性に対す

あり、男女共同

題です。ここ

害者になるこ

共同参画局では

おける認識を

ためのシンボ

は、女性が腕を

しめたこぶし

固として拒絶

女性

間のあら

オレンスやセ

絶に向けた早

だけでなく

マタニティ

すべき問題と

認知度は高ま

各種ハラスメ

周知・啓発か

す。 

関する情報

の整備が必

オレンスや各

ても根絶に向

 標 

レンスを受け

ントを受けた

力、セクシュ

する暴力は、

同参画社会を

こで、「夫」と

ことが圧倒的に

は、これら女

をさらに深めら

ボルマーク」を

をクロスさせ

し、クロスさ

絶する強い意志

に対する暴力

23 

らゆる暴

セクシュア

早急な取組

、精神的な

（パタニテ

となってい

まってきて

メントを受

から、具体

を提供し、

必要となって

各種ハラス

向けて取り組

けたことがあ

たことがある

アル・ハラス

女性の人権を

を形成していく

という言葉を用

に多いからで

女性に対する暴

られるよう、

を制定しまし

せた姿を描いて

させた腕により

志を表してい

資

力根絶のための

暴力の根

ル・ハラス

が必要とな

な暴力であ

ティ）・ハラ

ます。ドメ

いますが、

けていると

的なケース

被害者の

ています。

メントは、

組んでいき

平成

ある人

る人の

スメント、

を著しく侵

く上で克服

用いている

す。 

暴力の問題

「女性に対

した。 

ており、女

り、女性に

ます。 

資料：内閣府 

のシンボルマ

根絶 

スメントは、

なっています

るモラル・

ラスメントな

メスティック

実際に被害

と認識してい

スの提示を通

相談体制の

 

長期的に社

ます。 

現状 

成27年度 

4.7% 

7.4% 

ーク 

、重大な人

す。また、

・ハラスメ

など各種の

ク・バイオ

害者がドメ

いないケー

通じた周知

の充実、早

社会から無

目標 

平成32年

半減

（2.3％

半減 

（3.7％

権侵

セク

ント

ハラ

レン

ステ

スも

・啓

期発

くす

年度 

％） 

％） 



 

 

 

 

基

 

＜施策の

（１）

向

事

ドメ

イオ

ラス

発、

 

（２）相

事

ドメ

イオ

ラス

相談

関係

よる

整備

 

 

夫

を呼

いて

ら、

動で

湖

間と

発な

私

に、

基本施策  

の方向＞ 

ドメスティ

向けた広報

事業・施策名

メスティック

オレンス、各

スメント防止

情報提供 

相談体制の

事業・施策名

メスティック

オレンス、各

スメントに関

談事業 

係機関との連

る早期発見体

備 

夫婦、親子、

呼び起こすと

ている人々に

アメリカで

です。 

湖西市では、

として、パー

など様々な活

私たちのまわ

ぜひこの運

男女間の

ィック・バ

報・啓発 

名 

ク・バ

各種ハ

止の啓

パー

ル・

ラス

対す

啓発

ティ

止活

いま

の充実と関

名 

ク・バ

各種ハ

関する

ドメ

ント

やす

を実

連携に

体制の

県の

を構

ハラ

す。

恋人間の暴力

とともに、暴力

に勇気を与えよ

で始まった国際

11月をパー

ープルリボンの

動を行ってい

わりから暴力

動にご参加く

のあらゆる暴

バイオレンス

ープルリボン

ハラスメン

スメント、デ

する正しい知

発・情報提供

ィック・バイ

活動に積極的

ます。 

関係機関との

メスティック

ト相談に対応

すく、個人の

実施します。

の女性相談セ

構築し、ドメ

ラスメントを

 

力や虐待に関

力の下に身を

ようとの願い

際的な草の根

ープルリボン

の着用や街頭

います。 

力をなくすた

ください。 

パープルリボ

24 

暴力の根絶

ス、各種ハ

内   

ン・プロジ

ント、マタニ

デートＤＶな

知識を市民が

供を行います

イオレンスや

的に参加でき

の連携 

内   

ク・バイオレ

応できる相談

のプライバシ

 

センターなど

メスティック

を早期発見で

心

を置

か

根運

月

頭啓

め

ボン・プロジェ

絶 

ハラスメン

容 

ェクトの実

ティ（パタ

など各種ハラ

が持つことが

す。また、男

や各種ハラス

きるよう、啓

容 

レンスや様々

談窓口を設置

シーに配慮し

ど関係機関と

ク・バイオレ

できる体制

ェクトとは…

ントなどの

施や、モラ

ニティ）・ハ

ラスメントに

ができるよう

男性がドメス

スメントの防

啓発活動を行

々なハラスメ

置し、相談し

した相談事業

との連携体制

レンスや各種

を整備しま

 

防止に 

担当課

ラ

ハ

に

う

ス

防

行

市民協働

担当課

メ

し

業

子育て支

長寿介護

市民協働

制

種

ま

子育て支

長寿介護

市民協働

課 

働課

課 

支援課

護課

働課

支援課

護課

働課
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基本目標３ 制度及び慣行への配慮 

 

「夫は外で働き、妻は家で家庭を守る」という性別による固定的な役割分担意識

は、時代と共に解消されつつあるものの、未だに社会全体に残っています。また、

職場や地域活動などの様々な場において、男女平等の考え方が実現されていない現

状があります。 

性別による固定的な役割分担意識は、個人の個性と能力を十分に発揮することを

制約する要因となっています。このような意識を解消していくためには、市民一人

ひとりが自らの意識を変えていくことが必要となります。 

男女共同参画に関する情報収集や、広報をはじめとした各種啓発活動への取組、

学習機会の提供などにより、人権尊重や男女共同参画の考え方が必要であるという

意識づくりや意識改革を進めることが必要です。 

 

＜目標指数＞ 

指   標 
現状 

平成27年度 

目標 

平成32年度 

「男は仕事、女は家庭」との 

男女の固定的な役割分担に同感しない人の割合 
41.7% 50.0％ 

 

基本施策  男女共同参画の視点に立った制度や慣行の見直し 

 

＜施策の方向＞ 

（１）男女共同参画に関する情報収集・提供の推進 

事業・施策名 内   容 担当課 

市政情報の収集と 

提供 

市政における男女共同参画に関する情報を関係各

課と連携することで収集し、市内公共施設などへ

のチラシ、パンフレット配布を通じて、市民へ情

報提供します。 

市民協働課

市外情報の収集と 

提供 

国・県、先進事例を持つ自治体の情報を収集し、

市役所だよりなどを通じて、市民へ情報提供しま

す。 

市民協働課

 



 

 

 

 

（２）男

事

意識

先進

 

（３）家

事

講習

よる

男女

に立

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市

いま

題

意見

年度

開催

男女共同参

事業・施策名

識調査の実施

進事例の研究

家庭・職場

事業・施策名

習会や講座な

る意識づくり

女共同参画の

立った教育の

男女共同参

市内各所にて

ます。男女共

・テーマにつ

見交換をしな

度は静岡大学

催） 

男女共同

参画に関す

名 

施 
市民

ーズ

究 
男女

し、

場・地域・

名 

などに

 

市民

識を

実施

の視点

の推進

男女

参画

せて

参画地域セミナ

て、地域セミナ

共同参画に関

ついて、立場や

ながら考えてい

学・湖新楽交流

同参画地域セミ

する調査・研

民の男女共同

ズを把握する

女共同参画に

市政への反

教育などの

民があらゆる

を持てるよう

施や定期的な

女平等や性に

画の視点に立

て実施します

ナーの様子 

ナーを開催して

関する様々な問

や年代を超えて

いきます。（2

流会と連携して

ミナー 
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研究と推進

内   

同参画に対す

るために、意

に関する先進

反映を検討し

の場面での

内   

る場面での男

う、男女共同

なセミナーを

に対する意識

立った教育を

す。 

て

問

て

27

て

湖

行

ナ

分

で

進 

容 

する認知度や

識調査を行

進的な事例の

ます。 

の制度や慣

容 

男女共同参画

同参画週間で

開催します。

識の教育など

をライフステ

湖新楽交流会読

 

 

 

 

 

 

 

市内の幼稚園

行っています。

ナル劇を通して

分らしくあるこ

です。 

湖新楽交

や理解度、ニ

います。 

の情報を収集

慣行の見直

画に対する意

での講演会の

。 

ど、男女共同

テージに合わ

読み聞かせ隊に

園・保育園にて

絵本の読み聞

て、性別にかか

こと”の大切さ

交流会読み聞

担当課

ニ
市民協働

集
市民協働

し 

担当課

意

の 市民協働

同

わ

学校教育

幼児教育

地域福祉

市民協働

よる読み聞かせ

て読み聞かせ

聞かせやオリ

かわりなく“

さを伝える活

聞かせ隊 

課 

働課

働課

課 

働課

育課

育課

祉課

働課

せ 

せを

リジ

“自

活動
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基本目標４ 男女が対等に参画する機会の確保 

 

誰もがあらゆる分野で個人の個性と能力を十分に発揮するためには、すべての男

女が性別に関係なく対等な立場で参画し、活躍できる機会を保証されることが必要

です。しかし、行政の政策決定過程や地域活動など多くの分野で男女共同参画が十

分に実現されていない状況にあります。 

啓発活動や調査研究を進めることで、意識の醸成を図り、男女があらゆる分野で

対等な立場で活躍できる環境づくりを進めることが重要です。特に、防災面では依

然男性が主要な役職を占める傾向があり、防災面における男女共同参画を推進して

いくことが急務といえます。 

 

＜目標指数＞ 

指   標 
現状 

平成27年度 

目標 

平成32年度 

審議会などの女性委員の割合 33.8％ 40.0％ 

行政に女性の意見が反映されていると思う人の割合 23.0% 30.0% 

自主防災会の役員に女性がいる地区 ２／60地区 10／60地区

 

基本施策１ 政策・方針決定の場への女性の参画促進 

 

＜施策の方向＞ 

（１）審議会・委員会などへの女性の参画推進 

事業・施策名 内   容 担当課 

市の審議会などへの

女性の積極的な登用

各種審議会などに女性が登用されるよう各課に依

頼を行うなど、各種審議会などに女性が登用され

る環境を整備します。また、各種審議会などへの

女性の積極的な登用に全課で取り組みます。 

市民協働課

他全課 
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（２）事業所や各種団体などにおける女性の登用促進 

事業・施策名 内   容 担当課 

各種団体などに 

おける女性の雇用 

促進 

女性雇用に対する意識啓発のために、企業や市民

団体を対象に出前講座を実施します。 
市民協働課

 

（３）女性の人材育成の支援 

事業・施策名 内   容 担当課 

人材発掘・育成の 

ための学習機会・ 

情報提供 

静岡県主催の人材育成講座に受講生を派遣するな

ど、女性の人材育成に関して学ぶ場を提供しま

す。 

市民協働課

 

基本施策２ 地域活動への男女共同参画の促進 

 

＜施策の方向＞ 

（１）地域活動への参画促進 

事業・施策名 内   容 担当課 

地域活動の担い手 

育成 

男女共同参画に関する情報を地域活動団体に提供

したり、男女共同参画に関する各種講座を実施し

たりすることで、地域活動の担い手を育成しま

す。 

市民協働課

 

（２）地域活動団体などとの連携の推進 

事業・施策名 内   容 担当課 

地域活動団体など 

への支援 

助成や情報提供により、地域活動団体などを支援

します。 
市民協働課

地域活動団体など 

との連携 

市民活動センターを拠点として、相談体制の整備

や情報交換を行い、地域活動団体などとの連携体

制を整備します。 

市民協働課



 

 

 

 

基本

 

＜施策の

（１）男

事

セミ

よる

地域

活動

の促

防災

決定

参画

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

湖

月現

性は

災知

織へ

提案

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本施策３ 

の方向＞ 

男女双方の

事業・施策名

ミナーや研修

る啓発 

域における防

動への女性参

促進 

災に関する意

定機会への女

画の促進 

湖西市地域防

現在、40名で

は９名在籍し

知識の普及啓

への男女双方

案など、精力

出

活

湖西市

男女共同

の視点を取

名 

修に 男女

ミナ

防災 

参画 
地域

るよ

意思 

女性 

市の

議な

登用

防災指導員は、

で活動してい

し、外国人や若

啓発活動、地域

方の視点に立っ

的に活動して

出前講座の様子

動発表会の様子

市地域防災指導

同参画の視点

取り入れた防

女共同参画の

ナーや研修を

域の防災活動

よう、自主防

の防災担当部

など防災にお

用を推進しま

、平成28年

います。うち女

若い世代への防

域の自主防災組

った防災対策の

ています。 

子 

子 

導員 
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点を意識し

防災体制の

内   

の視点を取り

を実施します

動に女性が参

防災会などに

部署における

おける重要な

ます。 

２

女

防

組

の

防

ッ

面

す

当

した防災の

の実施 

容 

り入れた防災

。 

参画できる機

啓発活動を行

る女性の登用

な意思決定の

平成28年１

防団員が活躍し

プクラス！）

面を生かして、

するために住民

当の普及指導な

 

 

 

 

 

第21回女性

（平成

 

 

 

 

応急手当指導

湖西市

の推進 

災に関するセ

機会を得られ

行います。 

用や、防災会

の場への女性

月１日現在、

しています（団

）。女性の持つ

火災予防を広

民に対する防災

などを行ってお

性消防操法 全国

成25年10月1

員として一般市

市消防団女性

担当課

セ 危機管理

市民協働

れ 危機管理

市民協働

会

性
危機管理

市民協働

24名の女性

団員数が県内

つ特有のソフ

広く市民に啓

災教育、応急

おります。 

国大会準優勝 

7日） 

市民に救命講習

性分団 

課 

理課

働課

理課

働課

理課

働課

性消

内ト

フト

啓発

急手

習 
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基本目標５ 家庭生活と社会生活の両立 

 

少子高齢化やライフスタイルの変化による働き方の多様化に伴い、仕事と家庭生

活を両立できる社会が求められています。 

女性が、性別にかかわらず活躍できる就労環境はもちろんのこと、男性も家庭生

活に深くかかわれるような就労環境を整備することも重要となります。 

ワーク・ライフ・バランスの実現を目指して、男性の家庭生活などへの参画を促

進するとともに、就労の場における男女共同参画の促進や、多様な働き方に対応し

た子育てや介護を支える環境の整備が必要となっています。 

 

＜目標指数＞ 

指   標 
現状 

平成27年度 

目標 

平成32年度 

男女共同参画社会づくり宣言事業所数 
17事業所 

（26年度） 
25事業所 

家庭生活において男性優遇と感じる人の割合 46.2％ 40.0％以下 

育児休業・介護休業を取得しやすいと 

答えた割合 

育児休業 16.8％ 25.0％ 

介護休業 13.2％ 20.0％ 

 

基本施策１ 仕事と生活の調和の実現のための支援 

 

＜施策の方向＞ 

（１）ワーク・ライフ・バランスの意識啓発 

事業・施策名 内   容 担当課 

ワーク・ライフ・バ

ランスの広報・啓発

広報誌や中小企業対象のメールマガジンなどを通

じて、広報・啓発を行います。また、広報・啓発

においては、必要性・有効性を広報・啓発するだ

けでなく、ワーク・ライフ・バランスのロールモ

デルなど、実効性のある情報を発信していきま

す。 

商工観光課

市民協働課
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（２）家事・育児・介護への共同参画の促進 

事業・施策名 内   容 担当課 

男性の家庭生活など

への参画を促す 

広報・啓発 

男性の家庭生活や育児、介護などへの参画を重視

した広報・啓発を行います。 
市民協働課

男性を対象とした 

家事講座などの実施

男性が家事・育児に参画できるよう、男性を対象

とした料理教室などを実施します。 

健康増進課

市民協働課

男性の育児力向上と

子育て意識の醸成 

家庭教育サポート講座の実施や男性が参加しやす

い育児（子育て）に関するイベントの広報・実施

により育児力の向上と子育て意識の醸成を図りま

す。 

子育て支援課

社会教育課

男性の介護に関する

意識の醸成 

男性が介護に参画している事例の情報発信などを

通じて、男性の介護に参画する意識を醸成してい

きます。 

長寿介護課

市民協働課

 

基本施策２ 働く場における男女共同参画の促進 

 

＜施策の方向＞ 

（１）男女の多様な働き方を可能にする環境の整備 

事業・施策名 内   容 担当課 

育児・介護休業制度

の広報・啓発 

厚生労働省の両立支援等助成金の事業所への周知

などを通じて、育児・介護休業制度の広報・啓発

活動を行います。 

商工観光課

事業所内保育施設 

設置の促進 

事業所内保育施設運営事業費補助を行うなど、事

業所内保育施設の設置を促進します。 
商工観光課

市役所内における 

男女共同参画の 

職場づくり 

女性職員の積極的登用や性差別のない人事配置、

女性職員のスキルアップ研修の実施などにより、

市役所内における男女共同参画の職場づくりを推

進します。 

総務課 

女性の多様な働き方

に関する支援 

起業や資格取得に関する情報提供やセミナーなど

を実施することで、女性の多様な働き方を支援し

ていきます。 

商工観光課

市民協働課



 

 

 

 

（２）男

事

「男

づく

の普

農林

業に

労働

の整

男女

機会

広報

 

（３）ひ

事

ひと

生活

 

 

静

揮、

する

所

「登

県の

言事

ます

湖

して

男女の均等

事業・施策名

男女共同参画

くり宣言事業

普及促進 

林水産業など

に従事する女

働条件・就労

整備 

女の均等な雇

会と待遇確保

報・啓発 

ひとり親家

事業・施策名

とり親家庭へ

活支援の充実

静岡県では、

、仕事と生活

る取組を県内

・団体を広く

登録証」を発

のホームペー

事業所・団体

す。 

湖西市では、

ています。 

（

等な待遇確

名 

画社会

業所」

県と

所に

措置

くり

ど自営

女性の

労環境

家族

定締

整備

雇用 

保の 

一人

広報

報・

家庭などへ

名 

への 

実 

生活

を、

に有

親家

こと

きま

従業員の子育

活の調和など男

事業所・団体

ＰＲしていま

発行し、宣言内

ジや広報誌等

体向けの講座や

平成28年１

（写真は登録証交

確保の促進

との連携や、

に対する建設

置などを周知

り宣言事業所

族経営協定推

締結を促進す

備を行います

人ひとりが活

報誌・中小企

啓発活動を

への自立支援

活の自立を図

ひとり親家

有利な技能資

家庭への支援

とで、ひとり

ます。 

育てや介護、個

男女共同参画社

体に宣言いただ

ます。宣言事業

内容や事業所

等で行っていま

やセミナー等も

月現在、19事

湖西市役所も宣

交付式の様子：

男女共同参画
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と啓発 

内   

男女共同参

設工事に係る

知することで

所」の普及促

推進会議の開

することで、

す。 

活躍できる職

企業対象のメ

を実施します

援 

内   

図るために、

家庭を対象に

資格の取得に

援を行う団体

り親家庭への

個性と能力の

社会づくりに

だき、宣言事

業所・団体に

・団体の紹介

ます。また、

も開催されて

事業所が宣言

宣言しています

：平成26年7月

画社会づくり

容 

参画社会づく

る入札制度に

、「男女共同

進を行います

開催などによ

労働条件・

職場づくりの

メールマガジ

。 

容 

各種手当の

に行います。

に関する情報

体の情報など

の生活支援を

の発

に関

事業

には

介を

宣

てい

言を

す。 

月） 

り宣言事業所

くり宣言事業

における優遇

同参画社会づ

す。 

より、新規協

就労環境の

の支援や、市

ジンによる広

の支給や助成

また、就職

報や、ひとり

どを提供する

を充実してい

担当課

業

遇

づ

市民協働

契約管財

商工観光

協

の 農林水産

市

広 商工観光

担当課

成

職

り

る

い

子育て支

課 

働課

財課

光課

産課

光課

課 

支援課
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基本目標６ 男女の生涯にわたる心身の健康への配慮 

 

誰もが充実した生活を送るためには、性別にかかわらず心身ともに健康であるこ

とが重要です。女性は特に妊娠・出産など、男性とは異なる心身の不安を抱えてい

ます。また、性と生殖に関する健康・権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）

に対する理解も重要となっています。 

性の理解と尊重や健康に対する意識啓発、さらには相談体制の整備を通じて、男

女を問わず、心身や性に関する健康の保持・増進に取り組むことが必要です。 

 

＜目標指数＞ 

指   標 
現状 

平成27年度 

目標 

平成32年度 

男女特有のがん検診受診率 

乳がん 

（40～69歳） 

60.7％ 

（26年度） 
65.0％ 

子宮頸がん 

（20～69歳） 

50.6％ 

（26年度） 
55.0％ 

前立腺がん 

（50～69歳） 

28.7％ 

（26年度） 
35.0％ 

性と生殖に関する健康・権利（リプロダクティブ・ヘ

ルス／ライツ）の考え方の認知度 
— 50.0% 

 

基本施策  生涯にわたる男女の心身の健康支援 

 

＜施策の方向＞ 

（１）生涯にわたる心身の健康の保持、増進のための支援 

事業・施策名 内   容 担当課 

性の理解と尊重に 

向けた意識啓発 

広報誌などを通じた情報提供や啓発により、性と

生殖に関する健康・権利（リプロダクティブ・ヘ

ルス／ライツ）に対する理解に向けた意識啓発を

行います。 

健康増進課

市民協働課

健康に対する意識 

啓発 

各種健康教室の実施や相談体制の整備により、健

康に対する意識啓発を行います。 
健康増進課

心身と性に対する 

相談体制の整備 

心身の悩みに対して相談しやすい環境や性に対す

る相談体制を整備します。また、研修を通して職

員の意識や理解を深めます。 

総務課 

市民協働課
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（２）母性保護・母子保健の充実 

事業・施策名 内   容 担当課 

妊娠・出産に対する

正しい知識の普及・

啓発 

妊婦講座などへの父親の参加促進や、妊娠・出産

に対する正しい知識を発信していきます。 

健康増進課

市民協働課

不妊治療に対する 

支援 
不妊治療に対する経済的支援を行います。 健康増進課

 

 

 

 人々が安全で満ち足りた性生活を営むことができ、生殖能力を持ち、子どもを持つか持たな

いか、いつ持つか、何人持つかを決める自由を持つことを意味します。リプロダクティブ・ヘ

ルスには、思春期保健、生殖年齢にあるカップルを対象とする家族計画と母子保健、人工妊娠

中絶、妊産婦の健康、ＨＩＶ／エイズを含む性感染症、不妊、ジェンダーに基づく暴力に関す

ることなどが含まれます。リプロダクティブ・ライツとは、性に関する健康を享受する権利で

す。 

男女が互いの身体的な性差を十分に理解し合い、人権を尊重しつつ、相手に対する思いやり

を持って生きていくことは、男女共同参画社会の基礎です。特に、女性は妊娠・出産や、女性

特有の更年期疾患を経験する可能性があるなど、生涯を通じて男女は異なる健康上の問題に直

面することに男女とも留意する必要があるため、性と生殖に関する健康と権利の視点が重要で

す。 

性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）とは… 
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基本目標７ 国際的視点に立った男女共同参画 

 

男女共同参画の考え方は在住外国人にとっても必要です。また、男女共同参画の

考え方を世界基準で考えていくことも必要です。 

在住外国人に対しても、情報を翻訳し、発信することを通じて、男女共同参画の

理解を深め、世界における男女共同参画の考え方を調査・研究することにより、世

界基準の男女共同参画を推進していくことが必要です。 

 

＜目標指数＞ 

指   標 
現状 

平成27年度 

目標 

平成32年度 

男女共同参画に関する在住外国人の相談件数 
５件 

（26年度） 
10件 

男女共同参画に関する国際的な取組事例や情報の 

提供回数 
— ４回 

 

基本施策  国際社会の動きに沿った男女共同参画の推進 

 

＜施策の方向＞ 

（１）多文化共生の視点に立った男女共同参画事業の推進 

事業・施策名 内   容 担当課 

各種相談体制の整備
在住外国人も男女共同参画に関する相談ができる

よう、多言語に対応した相談窓口を整備します。 
市民協働課

在住外国人向けの 

情報発信 

市民向けに発信する情報を複数の言語に翻訳する

ことにより、在住外国人への情報発信を行いま

す。 

市民協働課

 

（２）国際社会の動向の把握と情報発信 

事業・施策名 内   容 担当課 

国際社会の情報の 

収集と発信 

国連婦人の地位委員会に関する情報など、国際社

会における男女共同参画に関する情報を収集し、

情報発信します。 

市民協働課


